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本計画では、長野県の取扱に準拠し、「障害」と「障がい」の二つの言葉を使用して

います。 

法令用語や固有の名称等に使用されている場合「障害」を使用していますが、広く

障がいのある方を表す場合は「障がい」を使用しています。 

また、医学的な記述のなかで使われる病名等は、従来どおりの表記としています。 
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第１ 障害者計画（第５次）について 

１ 計画の策定 

平成30年３月に策定した「飯島町障害者計画」が、令和５年度をもって終了するた

め、当町は、これまで実施してきた施策の成果や課題等を踏まえて令和６年度からの

新たな計画となる「飯島町障害者計画（第５次）」（以下「本計画」という。）を策定す

ることとしました。 

当町は、飯島町健康長寿のまちづくり推進会議の意見に即して本計画の案を作成し、

案文に対する町民の意見提出手続（パブリックコメント）を経て、令和６年２月に本

計画を庁議において決定しました。 

２ 位置づけ 

本計画は、障害者基本法（昭和45年法律第84号）第11条第３項の規定に基づき、政

府の障害者基本計画及び長野県障害者計画を基本とするとともに、当該市町村におけ

る障がい者の状況等を踏まえ、当該市町村における障がい者のための施策に関する基

本的な計画とする「市町村障害者計画」として位置付けるものです。 

３ 対象期間 

本計画は、令和６年度（2024年度）から令和11年度（2029年度）の６年間を対象と

します。 

４ 計画の達成状況の点検、評価 

本計画は、毎年度、成果目標等について進捗状況を点検し、飯島町健康長寿のまち

づくり推進会議等に意見聴取を実施して評価を行います。その結果に基づき、計画内

容を継続的に実施し、場合によっては計画内容の一部見直しを行いながら、施策の推

進を図ります。 

 

 

第２ 基本的な考え方 

１ 基本理念 

障がい者が、自らの決定に基づき社会のあらゆる活動に参加し、その能力を最大限

発揮して自己実現できるよう支援するとともに、障がい者の社会参加を制約する社会

的障壁を除去する取組により、共生社会の実現を目指します。 

２ 基本原則 

(1) 地域社会における共生等 

障がいのある人もない人も平等に、基本的人権を享有する個人として、その尊厳

が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有すること。 

(2) 差別の禁止 

障がい者差別その他の権利利益を侵害する行為を禁止するとともに、社会的障壁

を除去するための合理的配慮が提供されること。 
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第３ 各分野における障がい者施策の成果目標 

１ 差別の解消、権利擁護の推進及び虐待の防止 

当町は、かみいな圏域差別解消協議会、上伊那圏域地域自立支援協議会等の様々な

主体の取組との連携を図りつつ、社会のあらゆる場面において障がいを理由とする差

別の解消を進めるため各種の広報・啓発活動を展開します。 

また、障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成23年

法律第79号）等の適正な運用を通じて障がい者虐待を防止するとともに、障がい者の

権利擁護のための取組を推進します。 

 

目標指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和11年度） 

かみいな圏域差別解消協議会の開催回数 ２回 
令和６年度から 

合計12回 

町広報紙への啓発記事掲載回数 １回 
令和６年度から 

合計８回 

町が受理した障がい者虐待の相談・通報件数 ０件 
令和６年度から 

合計２件以下 

 

２ 安全・安心な生活環境の整備 

障がい者がそれぞれの地域で安全に安心して暮らしていくことができる生活環境の

実現を図るため、障がい当事者等の意見を踏まえ、安全に安心して生活できる住環境

の整備や移動しやすい環境の整備等に対する様々な制度を周知・啓発します。なお、

町内でグループホーム施設整備を実現するため、当町は、施設整備の可能性のある社

会福祉法人等との間で運営等に関する課題の共有に努め、課題解決に向けた具体的な

取組を検討します。 

 

目標指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和11年度） 

障がい者にやさしい住宅改良促進事業補助

金の交付件数 
０件 

令和６年度から 

合計２件 

障がい者グループホーム施設整備事業補助

金の交付件数 
０件 

令和６年度から 

合計１件 

信州パーキング・パーミット町内協力施設数 ４か所 ６か所 

町窓口におけるヘルプマーク配布数 ７個 
令和６年度から 

合計50個 

【用語解説】 
※信州 パーキング・パーミット：公共施設や店舗など様々な施設に設置されている障がい者等用駐車区画を適正に利用す

るため、障がいのある人や高齢者、妊産婦の人など歩行が困難な方に、県内共通の「利用証」を県が交付する制度。  

※ヘルプマーク：義足や人工関節を使用している人、内部障がいや難病の人、妊娠初期の人など、援助や配慮を必要として

いる人が、周囲に知らせる事ができるマークとして、平成24年に東京都が作成し配布を開始したもの。長野県は、平成30

年７月から配布開始。 
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３ 意思疎通支援の充実 

障がい者が円滑に意思表示やコミュニケーションを行うことができるよう、意思疎

通支援を担う人材の養成講座の開催や遠隔で手話通訳する情報システムの提供等を行

います。 

 

目標指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和11年度） 

上伊那８市町村共同による手話通訳・点訳・

音訳・要約筆記奉仕員養成講座開催回数 
54回 

令和６年度から 

合計300回 

長野県遠隔手話通訳システムの町内利用登

録者数 

令和５年度から 

提供開始 
２人 

 

４ 防災対策の推進 

災害や救急事案の発生に備え、平常時から消防機関、警察、民生委員、社会福祉協

議会、自主防災組織等に対し、支援が必要な者に関する情報を本人の同意を得た上で

提供・利用することで、災害等に強い地域社会づくりを推進します。 

 

目標指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和11年度） 

上伊那広域消防本部の町内出場における救

急医療情報キットの確認件数 
38件 

令和６年度から 

合計250件 

避難行動要支援者の平常時情報共有同意者

の割合 

45％ 

(298人／655人) 
50％ 

 

５ 保健・医療の推進 

精神障がい者とその家族が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすること

ができるよう、精神科医療機関と保健・医療・福祉・教育等関係者による協議の場を

通じ、当事者・家族に対して切れ目のない支援を目指します。 

 

目標指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和11年度） 

地域の精神科医療機関との協議の場の開催

回数 
１回 

令和６年度から 

合計６回 
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６ 自立した生活の支援 

障がい者が家庭において介護を受けることができず、一時的に介護を必要とする場

合において、時間単位で提供する介護サービス等により家族等の介護者を支援するこ

とで、介護者の負担軽減を図り、自立した生活を支援します。 

 

目標指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和11年度） 

心身障がい児(者)タイムケア事業のサービ

ス利用者数 
８人 

令和６年度から 

合計60人 

 

７ 雇用・就業、経済的自立の支援 

障がい者地域活動支援センターにおいて、生産活動の機会の提供及び社会との交流

の促進を図り、地域において自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう

取り組みます。また、町は、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進

等に関する法律（平成24年法律第50号）に基づき、障害者就労施設等が供給する物品

等を調達します。 

 

目標指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和11年度） 

飯島町障がい者地域活動支援センターの年

間利用者数 
2,316人 2,400人 

飯島町障がい者就労施設等からの物品等の

調達方針に沿った調達金額 
年間359千円 

令和６年度から 

総額2,154千円 

 

８ スポーツに親しめる環境の整備 

共生社会の実現に向け、障がいのある人もない人も障がい者スポーツに親しめる機

会をつくるとともに、地域における障がい者スポーツの普及に努めます。 

 

目標指標 
現状値 

（令和４年度） 

目標値 

（令和６年度から

令和11年度まで） 

上伊那地域障がい者スポーツ大会の開催回数 １回 
令和６年度から 

合計６回 
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巻末資料 

飯島町健康長寿のまちづくり推進会議設置要綱 

令和元年10月30日 

告示第88号 

（設置） 

第１条 健康長寿のまちづくりの推進のため飯島町健康長寿のまちづくり推進会議（以下

「健康長寿推進会議」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第２条 健康長寿推進会議は、次の所掌事務について調査審議する。 

(1) 総合的な保健・医療・福祉施策の推進に関すること。 

(2) 保健、医療及び福祉等に関する各個別計画に関すること。 

(3) 関係機関、団体との連携に関すること。 

(4) その他町長が必要と認める事項 

（組織） 

第３条 健康長寿推進会議は、委員20人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者の中から町長が委嘱する。 

(1) 保健、医療、福祉及び介護関係者 

(2) 関係機関、団体の代表者 

(3) 町民 

(4) 学識経験者 

(5) その他町長が必要と認める者 

（任期） 

第４条 委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。 

２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第５条 健康長寿推進会議に、会長及び副会長各１名を置き、委員の互選により選出する。 

２ 会長は、会務を総理し、健康長寿推進会議を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 健康長寿推進会議の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところに

よる。 

（関係者の出席等） 

第７条 健康長寿推進会議は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、

意見又は資料の提出及び協力を求めることができる。 

（専門部会） 

第８条 第２条に掲げる所掌事項を推進するため、次の専門部会を置く。 

(1) 地域福祉専門部会 

(2) 高齢者・障がい者・介護専門部会 

(3) 保健・医療専門部会 
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２ その他目的に必要な専門部会を置くことができる。 

（専門部会の所掌事項） 

第９条 前条の専門部会は、次の事項を所掌する。 

(1) 地域福祉専門部会 

ア 地域福祉計画、その他地域福祉に係る計画の策定に関すること。 

イ アの計画の推進に関すること。 

ウ その他専門部会の運営に必要な事項 

(2) 高齢者・障がい者・介護専門部会 

ア 高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画、障がい者及び障がい児の福祉に関する

計画、その他高齢者、障がい者、障がい児、介護に係る計画の策定に関すること。 

イ アの計画の推進に関すること。 

ウ その他専門部会の運営に必要な事項 

(3) 保健・医療専門部会 

ア 健康づくり計画、母子保健計画、その他地域保健・公衆衛生・医療に係る計画の

策定に関すること。 

イ アの計画の推進に関すること。 

ウ その他専門部会の運営に必要な事項 

（専門部会の組織） 

第10条 専門部会は、第３条に規定する委員をもって組織する。 

２ 前項の規定にかかわらず、必要に応じて各分野に関係する者の出席を求めることがで

きる。 

３ 専門部会長は、専門部会員の互選により選出する。 

（専門部会の会議） 

第11条 専門部会は、専門部会長が必要に応じて招集する。 

２ 専門部会長は、会議の議長となり、会務を総理する。 

３ 専門部会に調査研究のための作業部会を置くことができる。 

４ 専門部会は作業部会の調査研究事項を審議する。 

（庶務） 

第12条 健康長寿推進会議及び専門部会の庶務は、健康福祉課において処理する。 

（補則） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、健康長寿推進会議の運営に関し必要な事項は、町

長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

（飯島町高齢者・障害者サービス調整会議設置要綱等の廃止） 

２ 次の各号に掲げる要綱は、廃止する。 

(1) 飯島町高齢者・障害者サービス調整会議設置要綱（昭和62年飯島町告示第24号） 

(2) 飯島町高齢社会等懇話会設置要綱（平成10年飯島町告示第９号） 

(3) 飯島町地域福祉計画策定委員会設置要綱（平成18年飯島町告示第21号） 

(4) 飯島町健康づくり総合推進懇話会設置要綱（平成26年飯島町告示第16号）
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飯島町健康長寿のまちづくり推進会議委員名簿 

 

※計画策定時点（令和５年度）      ［専門部会：◎専門部会長、○専門部会員］ 



 

 

飯島町障害者計画（第５次） 

発行元 飯島町健康福祉課 

 〒399-3797 

 長野県上伊那郡飯島町飯島2537番地 

 電話番号 0265-86-3111 

策定日 令和６年２月26日 
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